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政府管掌年金事業等の運営の改善のための国民年金法等の一部を 

改正する法律の公布について（労働基準局関係） 

 

 

政府管掌年金事業等の運営の改善のための国民年金法等の一部を改正する法律（以下「改

正法」という。）については、本年６月４日に可決・成立し、本日、平成２６年法律第６４

号として別添のとおり公布された。 

改正法においては、労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和４４年法律第８４号。

以下「徴収法」という。）附則第１２条の改正が行われたところであり、その改正内容は下

記のとおりであるので、貴下職員に周知の上、その円滑な施行に万全を期されたい。 

 

 

記 

 

１ 改正の内容 

徴収法第２８条第１項に規定する労働保険料に係る延滞金の割合について、各年の

租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項に規定する特例基準割合

が年７．３パーセントの割合に満たない場合には、その年中においては、年１４．６

パーセントの割合にあっては当該特例基準割合に年７．３パーセントを加算した割合

とし、年７．３パーセントの割合については当該特例基準割合に年１パーセントを加

算した割合（当該加算した割合が年７．３パーセントを超える場合には、年７．３パ

ーセントの割合）とするものとすること（改正法第７条関係）。 

 

２ 施行期日等 

（１）施行期日（改正法附則第１条第２号関係） 

   この改正は、平成２７年１月１日から施行するものであること。 

（２）経過措置（改正法附則第１７条関係） 

   改正法による改正後の規定は、平成２７年１月１日以後の期間に対応する労働保険



料に係る延滞金について適用し、同日前の期間に対応する労働保険料に係る延滞金に

ついては、なお従前の例によること。 

（３）その他 

   失業保険法及び労働者災害補償保険法の一部を改正する法律及び労働保険の保険料

の徴収等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（昭和４４年法律

第８５号）第１９条に規定する特別保険料及び石綿による健康被害の救済に関する法

律（平成１８年法律第４号）第３８条に規定する一般拠出金に係る延滞金については、

徴収法附則第１２条を準用していることから、改正法による改正後の規定の適用を受

けることに留意すること。 


